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１．検討概要 

 

 

 

 

  

§１．豊予海峡ルートの概要と整備の必要性・意義について 

「国土レベル」と九州･四国の「広域圏レベル」の両面からみた豊予海峡ルートの必要性 

豊予海峡ルートを含めた太平洋新国土軸の形成は、我が国全体の飛躍的発展に繋がることや、国土強

靭化に向けたリダンダンシーを確保するという「国土レベル」の視点から不可欠といえる。  

また、九州・四国の広域ブロックが互いに連携し、一体的に発展する西瀬戸交流圏の形成において、

唯一陸路で結ばれていない九州と四国を結ぶという「広域圏レベル」の視点からも豊予海峡ルートの整

備が必要である。  

このように、「国土レベル」と「広域圏レベル」の２つの視点から、豊予海峡ルートが整備されること

には重要な必要性・意義がある。  

図 1-1.豊予海峡ルートの必要性検討の視点 

■■国国土土レレベベルルのの視視点点  
 （国土の基本構想）：国土形成計画（平成２７年全国計画、平成２８年広域地方計画） 

対対流流促促進進型型国国土土のの形形成成  重重層層的的かかつつ強強靭靭なな「「ｺｺﾝﾝﾊﾊﾟ゚ｸｸﾄﾄ＋＋ﾈﾈｯｯﾄﾄﾜﾜｰーｸｸ」」  

東東京京一一極極集集中中のの是是正正とと東東京京圏圏のの位位置置付付けけ  地地域域別別整整備備のの方方向向  

（地方広域ブロック） 

広広域域ブブロロッックク相相互互間間のの連連携携的的なな連連ななりり
をを４４つつのの国国土土軸軸のの構構想想とと重重ねねてていいくく  

 （国土レベルの視点からみた必要性） 

九九州州・・四四国国地地域域のの拠拠点点性性がが高高ままるるここととでで大大都都市市にに集集中中すするる機機能能のの一一部部
をを担担ううここととがが可可能能ととななりり、、我我がが国国全全体体のの飛飛躍躍的的発発展展ににつつななががりりまますす 

新新たたなな地地方方拠拠点点
のの形形成成 

 （新たな国土軸と広域交流圏形成の必要性） 
太太平平洋洋新新国国土土軸軸のの形形成成  西西瀬瀬戸戸交交流流圏圏のの形形成成  

 

地地方方へへのの新新ししいいひひととのの流流れれ創創出出  安安心心なな暮暮ららしし、、地地域域とと地地域域のの連連携携  

（地方創生の観点からみた必要性） 

■■広広域域圏圏レレベベルルのの視視点点  

地地方方ににおおけけるる安安定定ししたた雇雇用用創創出出  若若いい世世代代のの結結婚婚・・出出産産・・子子育育てて支支援援  

 （広域圏レベルの視点からみた必要性） 

九九州州・・四四国国のの一一体体的的なな観観光光圏圏をを形形成成すするるととととももにに、、北北部部九九州州でで活活況況なな
外外国国人人観観光光客客のの取取りり込込みみにに向向けけたた観観光光需需要要のの拡拡大大ののたためめにに必必要要でですす 

観観光光需需要要のの拡拡大大 

地地方方創創生生ににつつななががるる新新たたなな産産業業育育成成やや企企業業間間のの広広域域連連携携をを生生みみ出出しし、、
地地域域産産業業のの競競争争力力アアッッププののたためめにに必必要要でですす 

阪阪神神・・淡淡路路大大震震災災やや東東日日本本大大震震災災のの経経験験ををふふままええ、、脆脆弱弱ささがが浮浮きき彫彫りり
ととななっったた一一極極一一軸軸型型のの国国土土構構造造かからら複複数数軸軸をを備備ええたた国国土土形形成成をを行行っってて
いいくくここととがが必必要要でですす 

リリダダンンダダンンシシーー
のの確確保保 

新新たたなな産産業業のの 
創創出出･･連連携携のの強強化化 

日日常常生生活活ににおおけけるる広広域域移移動動のの自自由由度度をを高高めめ““住住みみややすすいい地地方方””ににすするる
ととととももにに、、地地方方ににおおけけるる生生活活のの質質のの向向上上ののたためめにに必必要要でですす 

日本海・太平洋２

面活用型国土形成

のイメージ 

定定住住促促進進 
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２．本圏域（西瀬戸交流圏）の概要 

 

・少子高齢化が進行し、定住者だけでは、

地域活力が維持できなくなっている。 
・西瀬戸地域の都市部においても、既に人

口増加のピークを迎え、減少に転じてい

る地域も少なくない。 
・圏域全体の活性化を促すためには、圏域

の中核都市が中心となり、日常的な暮ら

しの中で多様な交流の連携が必要であ

る。 
 

 

 

・北部九州は、４社の自動車完成工場と、

それを支えるサプライヤーが多数立地

する加工組立型産業の生産拠点を形成

している。 
・特に、大分市は製造品出荷額（3.1 兆円

/平成２６年）が九州１位であり、工業の

盛んな地域の一つといえる。 

・一方、四国は、基礎素材型産業が多くを

占めており、九州と連携することで新た

な産業育成や企業間の広域連携による

地域産業の活性化が期待される。 
 

 

 

・九州は、平成 28 年 4 月に発生した熊本

地震だけなく、台風の常襲地であること

や、南海トラフ地震など災害リスクの高

い地域となっている。 

・現在、九州は本州と関門海峡においての

み、鉄道（新幹線・在来線）、自動車道（高

速・一般道）で結ばれているが、建設後

40～50 年を経過しており老朽化も進

んでいる。 

・そのため、大災害発生により九州が孤立

しないよう、代替ルートの形成が必要で

ある。 
 
 

暮暮ららしし 

産産  業業 

防防  災災 

図 1-2.人口増減図 
出典：国勢調査（平成 17・平成 27 年） 

出典：工業統計調査（平成 26 年) 
図 1-3.製造品出荷額 

図 1-4.九州・四国の活断層位置図 

出典：産業技術総合研究所の

「活断層データベース」を基に

作成された「日本全国の活断層

マップ･情報」 

平成２７年/平成１７年 

平成２６年 
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・本圏域には、複数の県にまたがった観光

圏が形成されている。 
・中国・四国地方では、本四架橋により一

体的な観光圏がみられるものの、豊予海

峡では一体的な広域観光圏がまだ形成

されていない。 
・また、福岡を中心とした北部九州では、

海外路線を多く有する福岡空港や国内

No１のクルーズ船の寄港回数（博多港：

259 回/平成２７年）を背景として、イ

ンバウンド観光が急増している。 
 

 

・我が国の食料基地である九州からは、多

くがトラック輸送にて関東・関西等の大

都市圏に輸送されている。 
・また、東九州道の全線開通を契機として、

東九州地域の生産品の関東・関西への出

荷については、四国を経由した流動に変

わりつつあり、我が国の食料基地として

大都市への安定供給を図るルートの確

立が必要である。 
 

 

 

 

 

・豊予海峡を挟んだ往来については、現在

は別府・佐賀関・臼杵・佐伯～八幡浜・

三崎・宿毛間のフェリー航路が主な手段

となっている。 
・そのため、地域間の交通手段が限定され

ており、関門海峡でみられるような一体

的な生活圏や経済圏が形成されていな

い。 
・圏域の定住人口が減少する中で、圏域を

活性化するためには、人流・物流の新た

な交通手段の形成が必要である。 
 

  

観観  光光 

物物  流流 

交交通通ネネッットトワワーークク 

図 1-6.貨物の地域間流動 
出典：貨物地域流動調査（平成２６年) 

航路のみに
よる連絡 

新幹線・在来線 
高速道路・一般国道 

図 1-7.交通ネットワーク 
出典：既往資料を基に作成 

図 1-5.観光圏と日本風景街道 
出典：観光庁 HP，日本風景街道ＨＰ 

※H30.10 より宿毛フェリーは運休 
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３．関連計画 

１）２１世紀の国土のグランドデザイン（平成１０年３月）          国土交通省 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・太平洋新国土軸は、中部、近畿、四国、九

州、沖縄にまたがり、その主軸は東海（遠

州、三河、名古屋、伊勢、志摩）から紀伊

半島、淡路、四国、九州中部（熊本、大分）

を経て九州西部（長崎、天草）まで東西約

800 キロメートル。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：太平洋新国土軸構想推進協議会ＨＰ 

図 1-9.太平洋新国土軸の沿線地域 

【太平洋新国土軸のイメージ】 
東海から紀伊半島、四国、九州を経て沖縄に

至る地域に、海洋による地域のつながりと森

林、河川、沿岸域の豊かな自然環境を生かし

て、都市のネットワークと自然のネットワー

クが重層的に共生する「多自然居住地域」を

形成し、西日本における広域経済文化圏の創

造、アジア・太平洋地域との経済・文化交流

を通じて、多軸型国土構造の一翼を担う活力

ある新国土軸を構築する。 

太平洋新国土軸とは 

全国総合開発計画「２１世紀の国土のグランドデザイン」（平成１０年３月策定）において、

第一国土軸の形成から東京一極集中へとつながってきたこれまでの国土構造の流れを転換するた

め、２０世紀の西日本国土軸（第一国土軸）とは異なる特質をもった２１世紀型の新たな国土軸

として太平洋新国土軸をはじめとする複数の新しい国土軸を形成し、相互に補完・連携させるこ

とによって、日本列島全体の均衡ある発展を達成し、多様性に富んだ美しい国土空間を実現して

いくことが、国土政策の基本方向として掲げられている。 

図 1-8.国土軸の変遷と新しい国土軸創造の必要性 
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２）西瀬戸レインボープラン（平成１３年３月）       豊予海峡ルート推進協議会※ 
豊予海峡ルートの整備がもたらす社会経済的インパクトを検討し、豊予海峡ルートを活用した地域振

興の基本方向、地域振興プロジェクト等を探り、豊予海峡交流圏の将来像を探ることを目的としている。 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

・本圏域は、東アジア地域と地理的近接性の特徴を活

かして、国際的拠点性を高めることが望まれる。 
・本圏域は、我が国の国土軸と東アジア諸国へのゲー

トウェイ軸との結節点となるクロスポイントに位

置していることから、地域が一体となり国際拠点づ

くりを推進する。 
 

 

 

 

 

・太平洋新国土軸は、沖縄から九州中南部、四国を経

て東海に至る重要な国土軸のひとつである。 
・こうした複数の国土軸と東九州軸、中四国連携軸が

交わることで、当該地域において一体性の高い環状

軸を形成し、西日本における広域交流圏を形成する。 
 
 

 

 

 

・現況では豊予海峡を挟んで、圏域としては一体性が

なく、独自の生活圏・文化圏を形成してきた。 
・海峡に日常的な往来が可能となる新たな軸が形成

されることで、日常的な活動圏域が広がり、新たな

価値を持つ交流圏を形成する。 
※豊予海峡ルート推進協議会 

四国・九州・中国地方（広島･山口・愛媛・高知・福岡・大分・宮崎）

の各県、商工会議所連合会等からなる 17 団体より構成  

西西瀬瀬戸戸地地域域のの将将来来像像 

地域的視点：産、住、遊、学等の多様な面で連携する海峡交流圏域 

全国的視点：西日本の広域交流圏形成を牽引する圏域 

国際的視点：東アジア諸国への国際軸と複数の国土軸がクロスする圏域 

西瀬戸レインボープランの理念 

西西瀬瀬戸戸イインンタターーフフェェーースス交交流流圏圏  
本圏域の国際的拠点性を高めることは、我が国において東京への一極集中を是正し、均衡ある

国土形成を推進する上でも重要な意義を有している。そのため、豊予海峡ルートの整備は太平洋

新国土軸として、我が国全体の利益をもたらすものとして期待される。 

図 1-10.国際的視点からみた圏域 

図 1-11.全国的視点からみた圏域 

図 1-12.地域的視点からみた圏域 
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３）国土形成計画（全国計画）（平成２７年８月）              国土交通省 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
広域地方計画の策定・推進 

国土形成計画とは 

新たな国土形成計画（全国計画）は、本格的な人口減少社会の到来、異次元の高齢化、巨大災害

の切迫等、国土を取り巻く厳しい状況変化の中で、我が国がこれからも経済成長を続け活力ある

豊かな国として発展できるか否かの重要な岐路に差しかかっているという認識のもと、平成２７

年から概ね１０年間の国土づくりの方向性を定めるものとして、平成２７年８月１４日に閣議決

定された。 

○今回の計画の特徴 

「国土のグランドデザイン２０５０」（２０１４年７月国土交通省策定）を踏まえ、 

・本本格格的的なな人人口口減減少少社社会会に初めて正面から取り組む国土計画 

・地地域域のの個個性性を重視し、地地方方創創生生をを実実現現する国土計画 

・イイノノベベーーシショョンンを起こし、経経済済成成長長をを支支ええるる国土計画 

～本格的な人口減少社会に正面から取り組む国土計画～ 

○国土づくりの目標とすべき我が国の将来像 

図 1-13.スーパーメガリージョンの形成 
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●対流とは、多様な個性を持つ様々な地域が相互に連

携して生じる地域間のヒト、モノ、カネ、情報の双

方向の活発な動き 
●「対流」それ自体が地域に活力をもたらすとともに、

多様で異質な個性の交わり、結びつきによってイノ

ベーション（新たな価値）を創出 
・対流が全国各地でダイナミックに湧き起こる国土

を目指す ＜対流こそが日本の活力の源泉＞ 
●地域の多様な個性が対流の原動力 

・個性を磨くことが重要 
 

 

●生活に必要な各種機能を一定の地域にコンパクト

に集約し、各地域をネットワークで結ぶ 
・利便性を向上、圏域人口を維持 
・必要な機能を維持（人口減少社会の適応策） 

●様々な「コンパクト＋ネットワーク」の国土全体へ

の重層的かつ強靱な広がり 
・生活サービス機能、高次都市機能、国際業務機能

を維持・提供 
・災害に対しても強くしなやかな国土構造を実現 
・個性を際立たせるための産業等の密度の高い集積

とネットワークにより、イノベーションを創出 
 

 

●地方から東京への人口の流出超過の継続：地方の活力の喪失 
・人の流れを変え、魅力ある地方の創生 

●東京圏 ： 依然として過密の問題が存在、首都直下地震等大規模災害の切迫 
・「コンパクト＋ネットワーク」の国土づくり、対流促進型国土の形成、ＩＣＴの進化・活用等に

より東京一極集中を是正する必要 
●東京は世界有数の国際都市としてさらに国際競争力を向上させ、「グローバルに羽ばたく国土」の

形成に重要な役割 
 

 

●地方広域ブロック 
・有する資源を最大限に活かした特色ある地域戦略を描くことによって、地域全体の成長力を高

め自立 
●広域ブロック 

・相互間の連続的な連なりを、これまでの国土計画において構想され、２１世紀を通じて明らかに

していくとされた北東国土軸、日本海国土軸、太平洋新国土軸及び西日本国土軸の４つの国土軸

の構想とも重ねていく  

対対流流促促進進型型国国土土のの形形成成 

重重層層的的かかつつ強強靭靭なな「「ココンンパパククトト＋＋ネネッットトワワーークク」」 

東東京京一一極極集集中中のの是是正正とと東東京京圏圏のの位位置置付付けけ 

地地域域別別整整備備のの方方向向 

図 1-14.「対流」のイメージ：「個性」と「連携」 

図 1-15.「コンパクト＋ネットワーク」のイメージ 

出典：国土交通省ＨＰ（新たな国土形成計画） 
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４）国土形成計画（広域地方計画）（平成２８年３月）            国土交通省 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

広域地方計画とは 

新たな全国計画（Ｈ２７年８月閣議決定）を踏ま

え、全国８ブロックについて、国、地方公共団体、経

済団体等で構成する広域地方計画協議会における検

討・協議を経て、概ね１０年間の国土づくりの戦略が

策定された。 

九州圏広域地方計画 

 

 

 

・アジアの成長を引き込むゲートウェイ

として、高速交通ネットワークを賢く

使い、巨大災害対策や環境調和を発展

の原動力として、中国、四国など他圏

域との対流促進を図る「日本の成長セ

ンター」を目指す。 

図 1-16.広域地方計画の区域 

日本の成長センター 

～新しい風を西から～ 

四国圏広域地方計画 

 

 

・九州、中国、近畿圏など隣接圏域等との対

流を促進し、南海トラフ地震への対応力の

強化、瀬戸内海沿岸に広がる素材産業・製

造業やグローバルニッチ産業の競争力強

化、滞在・体験型観光によるインバウンド

拡大を目指す。 

圏域を越えた対流で世界へ発信 

中国圏広域地方計画 

 

 

・瀬戸内海側の産業クラスタ

ー、中山間地域の自立拠点、

日本海側の連携都市圏など

の拠点間のネットワークを

強化し、国内外の多様な交

流と連携により、圏域を超

えた産業・観光振興を図る。 

瀬戸内から日本海の多様な個性で対流し、世界に開かれ輝く中国圏 

出典：各広域地方計画 
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５）明日の日本を支える観光ビジョン（平成２８年３月）明日の日本を支える観光ビジョン構想会議 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

観観光光先先進進国国へへのの３３つつのの視視点点とと１１００のの改改革革 

主主なな目目標標値値 

観光先進国への新たな国づくりに向けて、平成２８年３月、『明日の日本を支える観光ビジョ

ン構想会議』（議長：内閣総理大臣）において、新たな観光ビジョンが策定されました。 

観光先進国の実現に向けた視点の中には「すべての旅行者がストレスなく快適に観光を満喫で

きる環境に」とあり、新幹線開業などにより「地方創生回廊」を完備し、全国どこへでも快適な

旅行を実現することを目標としています。 

出典：観光庁 観光戦略課 ＨＰ 
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６）まち･ひと･しごと創生総合戦略（平成２８年１２月改訂）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ままちち・・ひひとと・・ししごごとと創創生生総総合合戦戦略略全全体体像像 

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

「長期ビジョン」では日本の人口の現状と将来の姿を示し、人口減少をめぐる問題に関する国民の

認識の共有を目指すとともに、今後、目指すべき将来の方向を提示することを目的としている。 

「総合戦略」では長期ビジョンを踏まえ、２０１９年度を目標とする政策目標や基本的方向、具体

的な施策がとりまとめられた。 

出典：まち・ひと・しごと創生本部ＨＰ 
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１．自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成を目指す 

２．外部との積極的な繋がりにより、新たな視点から活性化を図る 

３．地方創生が実現すれば、地方が先行して若返る 

４．東京圏は、世界に開かれた「国際都市」への発展を目指す 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

長長期期ビビジジョョンンとと総総合合戦戦略略 

地地方方創創生生ががももたたららすす日日本本社社会会のの姿姿 

図 1-17.まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」の全体像 
出典：まち・ひと・しごと創生本部ＨＰ 

※平成２６年１２月２７日閣議決定平成２８年１２月２２日改訂 
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４．必要性・意義 

■国土レベルの視点 
 
１）新たな地域拠点の形成 
 
①現況と課題 
・平成 10 年 3 月に策定された「21 世紀の国土

のグランドデザイン」において、複数の国土軸

が相互に連携することにより形成される多軸型

の国土構造を目指すこととされ、太平洋新国土

軸をはじめ４つの国土軸が位置付けられる。 

・平成 27 年 8 月に新たな国土形成計画が閣議決

定され、「コンパクト＋ネットワーク」の国土づ

くりによる「対流促進型国土」の形成が基本構

想に位置付けられている。 

・並行して、「地方創生」の取組みにおいても、

「東京圏への人口の過度の集中を是正」するこ

とが我が国にとって、重要かつ切迫した課題で

あるとの認識が高まっている。 

 
②新たな国土軸や拠点形成により我が国の飛躍的な発展に貢献 
・東京を中心とした太平洋ベルト地帯は、名古屋・大阪を含む巨大都市圏域（スーパー・メガリージョ

ン）として、戦略的な形成を目指している。 
・九州や四国ブロックが独立して、多元型の国土構造を実現するためには、このスーパー・メガリージ

ョンの強い影響力に対峙しながら、九州・四国の個性を発揮し得る新たな「拠点の形成」を図る必要

があり、相当の規模と広がりを有する「国土軸」はその有力な戦略軸として、我が国全体に飛躍的な

貢献が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 1-18.４つの国土軸のイメージ  

図 1-19.日本海・太平洋２面活用型国土形成のイメージ 

スーパー・メガリージョンの形成  

 

南⻄⽇本との連
携強化・国際ゲ
ートウェイとの
連携  

出典：太平洋新国土軸構想推進協議会ＨＰ 

出典：国土交通省ＨＰ（国土形成計画 全国計画） 
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③新幹線の計画・高規格幹線道路 
・国土軸構想については、新幹線や高速道路に対する地域の期待と密接に結びついている。 
・国土交通軸（主軸）のうち、太平洋新国土軸に該当する新幹線計画や高規格幹線道路計画がある区間

を以下に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 1-21.高規格幹線道路等の計画 

図 1-20.新幹線の計画 出典：太平洋新国土軸構想推進協議会ＨＰ 

出典：太平洋新国土軸構想推進協議会ＨＰ 
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２）広域防災 
 
①地域の現況と課題 
・平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災や平成 23 年 3 月の東日本大震災などは、地震や津波による直接

的な被害に留まらず、サプライチェーンの寸断を通じて、一軸型ネットワークの大規模災害に対する

脆弱性を改めて国民に認識させるものとなった。 
・また、南海トラフ巨大地震が発生した場合、東九州地域や四国の太平洋沿岸に津波が広く襲来するこ

とが想定されている。 

・現在、九州は本州と関門海峡においてのみ、鉄道（新幹線・在来線）、自動車道（高速・一般道）で結

ばれているが、建設後 40～50 年を経過しており老朽化も進行していることから、大規模災害時に

も九州が孤立しないリダンダンシーネットワークの形成が課題となっている。 
 
②広域地方計画における位置付け（防災軸形成） 
 
 
 
 
・南海トラフ地震に伴う津波により甚大な

被害が想定される東九州エリアへ、支援可

能な西九州エリアから迅速に支援 
 （九州圏内で支援体制が構築） 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
・南海トラフ地震に対する安全・安心を確保（四国

８の字ネットワークの形成等の推進） 
・台風・豪雨等の自然災害に備える 
・暮らしを支えるインフラの老朽化対策の推進 
 （四国圏は中国圏との支援体制が構築） 
 

 

 

 

 

 

 

  

【九州】巨大災害対策や環境調和を発展の原動力
とする「美しく強い九州」 

【四国】南海トラフ地震を始めとする大規模自然
災害等への「支国」防災力向上プロジェクト 

出典：九州圏広域地方計画（概要版＋プロジェクト参考資料） 

図1-22.地震津波発生時の支援イメージ 

出典：四国圏広域地方計画（概要版＋プロジェクト参考資料） 

図1-23.災害発生時の支援のイメージ 
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③南海トラフ地震等の大規模災害に対する強靭な圏域の形成 
・本圏域では、南海トラフ巨大地震の発生時において、甚大な被害を受けることが想定されており、四

国圏・中国圏においては、既に「中国・四国地方の災害等発生時の広域支援に関する協定」を結んで

おり、瀬戸内海沿岸自治体においても同様の協定を締結している。 
・一方でこうした自然災害は、どこでどのような形で発生し、本圏域にどのような影響を及ぼすのか想

定が難しいため、地域の孤立防止や防災拠点を中心とした救援・緊急輸送、災害復旧に資する多様な

ネットワークの構築が望まれる。 
・東日本大震災では、壊滅的な被害を受けた東北の太平洋沿岸地域の道路、港湾に対し、東北自動車道

をはじめとした内陸部の道路ネットワークの活用（いわゆるくしの歯作戦）や日本海側の港湾を活用

した海上輸送路による代替などの復旧ネットワークが有効に機能したことは、多軸型の交通ネットワ

ークの整備が大規模災害の復旧に大きな役割を果たすことを具体的に示している。 
・特に、九州では本州との連絡が関門海峡のみとなっており、災害時においても九州が孤立しないよう

そのリダンダンシーネットワークの形成のために豊予海峡ルートは非常に重要であり、九州と四国相

互の防災性の向上に大きく貢献すると考えられる。 

 

 

 

 

 

  

図1-24.豊予海峡ルートを活用した防災ネットワークの形成イメージ 

出典：既往資料を基に作成 



 
 

1-16 
 

・九州・中国地方では近年自然災害が多発しており、H28 年の熊本地震のほか、平成 30 年には西日本豪

雨が発生するなど、地震や豪雨による交通・物流網への影響が続いた。 
・一方で九州・中国地方には、多くの原子力発電所が立地しており、潜在的なリスクを多くはらんで

いる。 

 

 

 

図 1-25.九州・中国地方において発生した主な自然災害（平成 28 年以降） 

 
図 1-26.九州・中国地方における潜在的リスク  
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■広域圏レベルの視点 
 
１）広域観光 
 
① 地域観光の現況と課題 
・九州では、平成 28 年 4 月に東九州自動車道（北九州～宮崎間）が開通し、九州圏内で観光周遊でき

る循環型ルートが形成された。 
・また九州への外国人入国者数は、全国の伸び率を上回る約 1.9 倍に増加し、約 168 万人と過去最高

を記録した。 

・さらに、外国籍クルーズ船の寄港回数は全国の約５割を占め、国内トップ５港のうち九州圏が３港を

占めるなど、東アジア地域からのインバウンド観光の拠点となっている。 
・一方、四国も魅力ある豊富な資源を有しインバウンド観光客は増加傾向にあるものの、外国人の宿泊

割合は国内全体の１％に満たず、他圏域との連携も少ない状況であり、九州で活況なインバウンド観

光客を十分に取り込めていない状況にある。 
・また、橋梁により一体的な観光圏がみられる中国地方のように、豊予海峡を越えた一体的な広域観光

圏は形成されていない。 
 
②広域地方計画における位置付け（観光軸形成） 
 
 
 
・国際的に魅力ある一大観光地を目指した

「九州アジア観光アイランド総合特区」の

推進 
・温泉アイランド九州広域観光周遊ルート

の形成 
 

 

 

 

 
 
 
・「瀬戸内海観光連携推進会議」や「みなとオアシス」

等によるクルーズ船受入環境改善 
・四国八十八景による魅力発信 
・圏域内外の交流・連携の強化 
 

 

 

 

 

  

【四国】中国、九州、近畿等と圏域を越えて対流
し、滞在・体験型観光によるインバウンド拡大 

出典：四国圏広域地方計画（概要版＋プロジェクト参考資料） 

【九州】観光アイランド九州の形成 

出典：九州圏広域地方計画（概要版＋プロジェクト参考資料） 
図1-27.観光アイランド九州の形成イメージ 

図1-28.滞在・体験型観光によるインバウンド拡大のイメージ 
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③新たな地方創生回廊による広域観光周遊圏の形成 
・九州や四国に活力をもたらす交流・連携を促進するため、豊かな食や自然環境、歴史、文化等の地域

資源を広域的に結びつけ、魅力ある「広域観光周遊圏」を形成することが重要である。 
・特に、近年急増するインバウンド観光客を取り込むために、両地域が有する有形無形の資源を活かし、

新幹線開業やコンセッション空港と連動した骨太な観光軸をつくることで広域観光周遊圏へ誘導す

る「地方創生回廊」を形成することが重要である。 
・九州では、東九州自動車道（北九州～宮崎間）が開通し九州全体の循環軸が形成されており、四国で

も松山自動車道、本四架橋をはじめ既に広域圏を連絡する高速ネットワークが形成されていることか

ら、九州・四国・中国のそれぞれに分散する様々な観光地域を周遊することが可能になっている。 

・そのため、九州・四国を訪れる来訪者が複数の県にまたがって、テーマ性・ストーリー性を持ったよ

りダイナミックな広域観光を可能とするため、豊予海峡ルートは非常に重要であり、北部九州で活況

なインバウンド観光客の四国への取込みにも大きく貢献すると考えられる。 

 

 

 

  
図1-29.豊予海峡ルートを活かした観光周遊ルートの形成イメージ 

出典：既往資料を基に作成 
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２）産業連携 
 
①地域産業の現況と課題 
・北部九州は、４社の自動車完成工場と、それを支えるサプライヤーが多数立地する加工組立型産業の

生産拠点になっており、また、観光・リサイクル関連産業などの成長期待産業の集積が進んでいる。 
・一方、四国では化学、パルプ・紙・紙加工品等の基礎素材型産業が多くを占めているが、四国圏に広

がる素材産業・製造業やグローバルニッチ産業の競争力強化や国内外への市場開拓においては、更な

る国内外の関連企業との連携が求められる。 
・現状では、大規模な九州・四国間の企業間連携はみられず、また、アジアのゲートウェイとなってい

る福岡空港、博多港、北九州港を活用した四国の産品の活発な国際物流には至っていない。 
 
 
②広域地方計画における位置付け（産業連携軸形成） 
 
 
 
 
・自動車関連産業の競争力強化 
・ソフトウェアの普及 
・複合一貫輸送ターミナル整備 
・瀬戸内・海の路ネットワークの促進 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
・国際競争力のある産業集積拠点の形成、強化 
・広域的なネットワークの形成 
・海事クラスターの強化 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

【四国】産業集積地間の連携等による国際競争力
強化 

【九州】九州圏と国内各圏域との交流・連携を促進
し、新しい成長の風を西から起こす取組み 

出典：九州圏広域地方計画（概要版＋プロジェクト参考資料） 

図1-30.九州圏と国内各圏域との交流、連携イメージ 

出典：四国圏広域地方計画（概要版＋プロジェクト参考資料） 

図1-31.産業集積地間の連携のイメージ 
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③地方創生につながる一体的な産業連携を生み出す圏域の形成 
・新たな高速自動車道の開通により、南北及び東西方向において、ものづくり分野の先端産業や新たな

成長産業の集積がみられる九州・近畿との広域連携が見込まれる。 

・九州と四国の企業や研究機関さらには海外の生産拠点等が連携することで、地方創生に繋がる新たな

産業育成や企業間の広域連携を生み出すために豊予海峡ルートは非常に重要であり、こうした技術マ

ッチングによるイノベーションの促進を図ることで、本圏域の地域産業の競争力アップに大きく貢献

すると考えられる。 

・また、東九州自動車道（北九州～宮崎間）の開通を契機として、東九州地域での生産品・製造品の大

都市や海外への物流が大きく変わりつつあり、出荷先への安定供給を図る物流ルートのために、豊予

海峡ルートは非常に重要であり、九州と大都市圏・海外を結ぶ広域物流ネットワークの確立に大きく

貢献することが考えられる。 

 

 

 

 

 

  

図1-32.豊予海峡ルートを活用した産業連携・物流ネットワークの形成イメージ 
出典：既往資料を基に作成 
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３）定住促進 
 
①地域定住の状況と課題 

少子高齢化が進行し、定住者だけでは、地域活力が維持できなくなっている。 
西瀬戸地域の都市部においても、既に人口増加のピークを迎え、減少に転じている地域も少なくない。

また、冠婚葬祭など社会的共同生活の維持が困難になっている限界集落が 7,878 集落（平成２０年国

土交通省：過疎地域等における集落の状況に関するアンケート調査）みられるようになっている。 

圏域の活性化を促すためには、圏域の中核都市が中心となり、日常的な暮らしの中で多様な交流の連

携が必要となっている。ＩターンやＪターン等の地方への移住行動を推進する自治体がみられることや、

「定住自立圏構想」といった地方中心都市を中心とした生活圏形成、「二地域居住」といった都市と地方

の日常的な使い分けも行われるようになってきたことから、地域活力維持への対応が求められている。 
 
② 既定計画における位置付け（広域連携軸形成） 
【【定定住住自自立立圏圏構構想想】】 平成２１年４月 

市町村の主体的取組として、「中心市」

の都市機能と「近隣市町村」の農林水産

業、自然環境、歴史、文化など、それぞ

れの魅力を活用して、NPO や企業とい

った民間の担い手を含め、相互に役割分

担し、連携・協力することにより、地域

住民のいのちと暮らしを守るため圏域

全体で必要な生活機能を確保し、地方圏

への人口定住を促進する政策である。 
平成２１年４月から全国展開し、現在、

各地で取組が進んでいる。 
 

 

 

【【二二地地域域居居住住】】 平成１７年国土交通省 
多様な価値・魅力を持ち、持続可能な地域の

形成を目指すためには、地域づくりの担い手

となる人材の確保を図る必要がある。 
しかし、国全体で人口が減少する中、すべて

の地域で「定住人口」を増やすことはできな

い。 
そのため、都市住民が農山漁村などの地域

にも同時に生活拠点を持つ「二地域居住」など

の多様なライフスタイルの視点を持ち、地域

への人の誘致・移動を図る。 
 

 

 

  

図1-33.定住自立圏構想の取組み状況（平成２８年４月） 
出典：総務省定住自立圏構想ＨＰ 

図1-34.二地域居住のイメージ 
出典：国土交通省二地域居住ＨＰ 
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③日常生活における多様で広域な移動の自由を可能にする圏域 
・人口の地域間バランスは、地域の持つ経済力や暮らしやすさなどの複合的な要因の結果として現れる

と考えられる。 
・二地域居住の推進等による地方と都市の移動は、地域経済や雇用、まちづくり活動の推進力となる可

能性があり、地域にとって活力や賑わいを創出する面で大きな役割を果たすと考えられる。 
・加えて、地域発意の地方創生策等によって「人に選ばれる地域」となるために、日常生活における広

域移動の自由度を高める豊予海峡ルートは非常に重要であり、本圏域の定住魅力の向上に大きく貢献

すると考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図1-35.豊予海峡ルートを活用した都市連携軸の形成イメージ 
出典：既往資料を基に作成 
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４）スーパー・メガリージョンの形成 
第二次国土形成計画（2015 年 8 月 14 日閣議決定）では、「リニア中央新幹線の開業により東

京・大阪間は約１時間で結ばれ、時間的にいわば都市内移動に近いものとなるものとなるため、三大

都市圏がそれぞれの特色を発揮しつつ一体化し、４つの主要国際空港、２つの国際コンテナ戦略港湾

を共有し、世界からヒト、モノ、カネ、情報を引き付け、世界を先導するスーパーメガリージョンの

形成が期待される。」とされた。 

一方で、１日交流圏とされる東京からの４時間に、大分・宮崎・鹿児島が到達時間圏外となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-36.リニア中央新幹線による鉄道一日交流圏 

出典：スーパー・メガリージョン構想検討会中間とりまとめ資料 

大分・宮崎・鹿
児島が１日交
通圏外 


